
函館市監査公表 第１号

平成１５年１１月１８日付けで，函館市日吉町３丁目４３番１５号

大河内憲司ほか７名から請求のあった地方自治法第２４２条第１項の規

定に基づく「函館市長等措置請求書」について監査を実施したので，そ

の結果を地方自治法第２４２条第４項の規定により，別紙のとおり公表

する。
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住民監査請求に係わる監査結果

第１ 監査の請求

１ 請求人

函館市日吉町３丁目４３番１５号 大河内 憲司

函館市山の手１丁目３５番３号 山下 勇吉

函館市深堀町３３番７号 長谷川 大

函館市東山町１９８番地の４０ 山本 洋子

函館市東山町１９８番地の４５ 築田 敬子

函館市乃木町７番１８号 遠藤 茂

函館市富岡町１丁目４２番５号 榊 清市

函館市青柳町１番１３－６０５号 大河内 博

２ 措置請求書の提出年月日

平成１５年１１月１８日

３ 請求の内容

請求人提出の地方自治法第２４２条第１項の規定に基づく「函館

市長等措置請求書」の要旨は，次のとおりである。

（１）主張事実の内容

（ 。有限会社三和廃棄物処理産業 函館市昭和２丁目３７番２０号

以下「三和産業」という ）は，市長が廃棄物の処理及び清掃に。

関する法律（昭和４５年法律１３７号。以下「廃棄物処理法」とい

う。）第１４条第４項（現行第６項）の規定に基づき，平成１１年

９月２１日に許可をした中間処理業者である。

市は，三和産業が行った産業廃棄物の不法投棄に対して措置命

令を発し，その原状回復作業に伴い生じた廃棄物が市の七五郎沢

廃棄物最終処分場（以下「最終処分場」という ）に搬入される。

に際し，これを一般廃棄物として受け入れているが，当該廃棄物
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， ，は 産業廃棄物として三和産業に搬入されたものであることから

産業廃棄物として扱うべきであり，かかる市の取扱いは，廃棄物

処理法に違反している。

したがって，市が，これまで一般廃棄物として埋立処分手数料

（100キログラムまでごとに320円）を徴収していることは，産業

（ ）廃棄物として埋立処分場使用料 100キログラムまでごとに690円

を徴収すべきところ，これを違法不当に怠っている。

（２）措置請求

よって，本来，産業廃棄物として函館市廃棄物の処理および清

（ 。 「 」 。）掃に関する条例 平成４年条例第４３号 以下 条例 という

に規定する埋立処分場使用料を徴収すべきところ，一般廃棄物と

して扱い埋立処分手数料を徴収することは，違法不当に公金の徴

収を怠るものであり 市にその差額相当分の損害37,000,000円 平， （

成１５年１０月３１日現在）が生じていることから，直ちに埋立

処分場使用料を徴収するよう改めるとともに，既に埋立処分手数

料を徴収したものについては，その差額を徴収するなどの必要な

措置を講ずるよう，函館市長に勧告することを求める。

第２ 請求の要件審査

本請求は地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「自治法」

という ）第２４２条の所定の要件を具備しているものと認め，平。

成１５年１１月２８日，これを受理することと決定した。

第３ 監査の実施

１ 請求人の証拠の提出および陳述

平成１５年１２月１１日，請求人に対し自治法第２４２条第６項

の規定による証拠の提出および陳述の機会を与えた。

陳述の場には，次の請求人が出席し，新たな証拠として，不法投

棄関連新聞報道記事など６点が追加提出された。
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（１）陳述に出席した請求人

大河内 憲司，山下 勇吉，長谷川 大，山本 洋子，

築田 敬子，遠藤 茂，榊 清市，大河内 博

（２）陳述における補足説明の概要

請求人が陳述において述べた補足説明の概要については，次の

とおりである。

・ 市は，廃棄物処理法に規定する産業廃棄物を誤った法解釈に

より一般廃棄物とみなし，事実上，埋立処分場使用料の減免措

置を行っているが，不法投棄を行った業者に対し処分料を減額

することは，裁量権の濫用にあたり，条例に違反するもので，

違法不当に公金の徴収を怠ることにより市に損害を与えるもの

である。

２ 監査の対象

請求書に記載されている事項，同請求書に添付された事実証明書

および陳述内容等から，本件の監査対象事項を次のとおりとした。

（１）監査対象事項

市は，措置命令に基づく三和産業の原状回復作業に伴い，最終

処分場に埋立処分されている廃棄物について，一般廃棄物として

これまで埋立処分手数料を徴収しているが，当該廃棄物は廃棄物

処理法に定める産業廃棄物であり，このことは条例に規定する埋

立処分場使用料を徴収すべきところ，これを違法不当に怠ってい

るとする事項

３ 監査対象部局

環境部
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４ 事情聴取

平成１５年１２月２日，環境部長ほか関係職員の出席を求めて，

監査対象事項に係わる事実関係確認のため事情聴取を行った。

（１）事情聴取における説明の概要

ア 一般廃棄物とした経緯については，廃棄物の不法投棄により

措置命令を受けた三和産業から，原状回復作業を行っていくに

は多額の資金が必要であるとして，埋立処分場使用料の減免も

しくは一般廃棄物の搬入料金の適用について申し入れがあり，

市は，措置命令を受けた原因者が原状回復作業を行うという極

めて稀な事例であることに鑑み，廃棄物処理法上，一般廃棄物

と解釈できる余地が少なからずあるとの判断から，一般廃棄物

として扱うこととしたものである。

イ 一般廃棄物と解釈した理由については，次のとおりであり，

これらを総合的に判断したものである。

（ア）本件廃棄物は不法投棄現場の現状回復作業から出たもので

あり，不法な埋立行為によって，木くず，金属くずなどが土

砂と混在していることから，搬入当時と比較して，性状を異

にしており，当該施設から新たに生じた廃棄物と解したこと

によるものである。

（イ）廃棄物処理法において，産業廃棄物は事業活動に伴って生

じた廃棄物と規定されているが，本件原状回復作業について

は，次の事由により事業活動に該当しないと解したことによ

るものである。

・ 行政処分である措置命令により行われている原状回復作

業であり，事業者の自由意志による作業ではないこと

・ 廃棄物処理業者が行う事業活動は，営利性を求めること

が一般的であり，この作業は事業活動の主たる目的の営利

性を伴わない作業であること
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・ 措置命令が完了するまでの間，特定の場所に残存する廃

棄物を撤去するとの限定的な作業であり，反復・継続性が

ないこと

・ 清算法人である三和産業は，原状回復作業を進めること

を目的とするものであり，原状回復が終了した時点で清算

法人の役目を終え，消滅するものであること

ウ 当該判断については，廃棄物処理法の理念に基づき原因者責

任を全うさせるべきであるということ，また，行政代執行によ

り多額の税金を投入する最悪の事態を回避するため，原状回復

作業の成否を見据えたうえで，最終処分場の搬入料金の決定に

あたり，一般廃棄物として受け入れしたものであり，搬入料金

に関する事務は，市の裁量の範囲内であること，さらに，廃棄

物処理法の解釈・運用に関する判断は，保健所設置市である市

長の権限において行われるべきものであることから，一般廃棄

物と判断したことによる法令違反はないものと考えている。

第４ 監査の結果

監査委員による事実関係の確認結果および判断については，以下

のとおりである。

１ 事実関係の確認

（１）最終処分場に搬入された本件廃棄物の排出に至る経過等

本件廃棄物は，三和産業による廃棄物の不法投棄に起因し，市

の措置命令に基づく原状回復作業の過程において排出された廃棄

物であり，これが最終処分場に搬入されているものである。

三和産業は，函館市東山町１７４番１に廃棄物処理施設を設置

し，平成１１年９月２１日，市長から廃棄物処理法第１４条第４

項（現行第６項）の規定に基づく産業廃棄物処分業として，がれき

類の破砕処理の許可を取得，その後，平成１２年８月２８日には

木くずの破砕処理，平成１３年３月２３日には廃プラスチック類
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および金属くずの破砕処理に関して，それぞれ同法第１４条の２

第１項の規定に基づく事業範囲の変更許可を取得し産業廃棄物処

理業（中間処理）を行っていた。

それらの過程において三和産業が受け入れた産業廃棄物を同社

の廃棄物処理施設設置場所の隣地である同町１７３番２２に堆積

させ覆土し，これを継続していたものである。

市は，立入検査において木くずおよびがれき類等の埋め立てを

確認し，当該行為は，投棄禁止を規定した廃棄物処理法第１６条

に違反する廃棄物の不法投棄であるとし，このうち木くずについ

ては，腐敗，火災等の生活環境の保全上支障が生ずるおそれがあ

るとして，同法第１９条の５の規定に基づき平成１４年６月１３

日に，不法投棄された木くずを掘り返し，適正に処理するよう措

置命令を発したものである。

本件廃棄物は，当該原状回復作業における選別過程において排

出された木くず，廃プラスチック類などの雑ごみであり，これが

最終処分場に搬入され，市は一般廃棄物と判断した上で，条例別

表第１に規定する事業活動に伴って生ずる一般廃棄物を処分する

， 。ときの料金を準用し 埋立処分手数料を徴収しているものである

なお，市長は三和産業に対し，本件違法行為により平成１４年

７月９日に産業廃棄物処分業等の許可を取り消しており，その後

同社は平成１４年１１月３０日に解散し清算法人となっている。

また，措置命令の履行期限については，当初，平成１４年７月

１３日までとしていたが，その後４回延長され，現在は平成１６

年３月３１日までとなっている。

（２）廃棄物の種別および埋立処分に関連する料金

ア 廃棄物の種別

廃棄物については 廃棄物処理法第２条第１項において こ， ，「

， ， ， ， ， ，の法律において 廃棄物とは ごみ 粗大ごみ 燃え殻 汚泥

ふん尿，廃油，廃酸，廃アルカリ，動物の死体その他の汚物ま

たは不要物であって，固形状または液状のもの（放射性物質及
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びこれによって汚染された物を除く ）をいう 」と，その範。 。

囲を規定している。

さらに，廃棄物は，一般廃棄物と産業廃棄物とに分類され，

一般廃棄物については，同条第２項で，産業廃棄物以外の廃棄

物をいう旨規定し，産業廃棄物については，同条第４項で，事

業活動に伴って生じた廃棄物のうち，燃え殻，汚泥，廃油，廃

酸，廃アルカリ，廃プラスチック類その他廃棄物の清掃及び処

理に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号。以下「廃

棄物処理法施行令」という ）で定める廃棄物および輸入され。

た廃棄物としている。

なお，廃棄物処理法施行令で定めるものについては，第２条

， （ ， ），に 紙くず 建設業 紙製造業等の業種から排出されるもの

木くず（建設業，木材製造業等の業種から排出されるもの）の

ほか，工作物の新築，改築または除却に伴って生じたコンクリ

ートの破片その他これに類する不要物などを限定列挙してい

る。

また，条例第２条において 「この条例における用語の意義，

は，廃棄物の処理および清掃に関する法律の例による 」と規。

定されており，すなわち，一般廃棄物および産業廃棄物の種別

， 。については 廃棄物処理法の規定によることになるものである

イ 埋立処分に関連する料金

市が廃棄物の処理をする場合の処理区分および処理に伴う徴

収額等については，条例において規定し，徴収金の収入科目は

一般廃棄物は手数料，産業廃棄物は使用料としている。

このうち，最終処分場に搬入される本件廃棄物の処分に関連

する料金については，次のとおり規定している。
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（ア）徴収額

・ 一般廃棄物（条例第１２条関係の別表第１）

手数料の種類：埋立処分手数料

・ 産業廃棄物（条例第１５条関係の別表第２）

使用料の種類：埋立処分場使用料

（イ）減免

埋立処分手数料については条例第１３条第２号，埋立処分

場使用料については条例第１６条の規定に基づき，市長は，

災害その他特別な事情があると認めるときは，その料金を減

免することができることとされている。

（３）最終処分場への搬入量および埋立処分手数料額の実績

請求人は，平成１５年１０月３１日までの最終処分場への廃棄

物搬入量を10,000,000キログラムと推定し，その埋立処分手数料

の額 32,000,000円と埋立処分場使用料として徴収した場合の額

69,000,0000円との差額37,000,000円を損害額としている。

本件廃棄物の最終処分場への搬入状況について，収入原簿，計

量票等の関係書類に基づき調査した結果，搬入は，平成１５年３

月４日から始まり，平成１５年１０月３１日までに11,351,400キ

ログ ラ ム が 搬 入され，これに係る埋立処分手数料の合計額は

38,399,424円となっていることを確認したことから，請求人が損

害と主張する額は，埋立処分場使用料として徴収した場合の額

82,798,329円との差額44,398,905円となるものである。

処　理　の　区　分 金　　　　額

産業廃棄物を処分するとき。　　
100キログラムまでごとに690円

を乗じて得た額の100分の105

一般廃棄物の種類等 金　　　　額

事業活動に伴って生ずる一般廃 100キログラムまでごとに320円

棄物を処分するとき。 を乗じて得た額の100分の105
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２ 監査委員の判断

本件廃棄物については，建設業等の排出者の事業活動に伴って排

出された産業廃棄物が中間処理業者である三和産業に搬入された

後，不法投棄されたことに起因し，同社が市の措置命令による原状

回復作業に伴い生じた廃棄物を最終処分場に搬入し，これを市が一

般廃棄物として受け入れているものである。

ア 産業廃棄物と一般廃棄物の区分については，廃棄物処理法第２

条第２項において 「この法律において一般廃棄物とは，産業廃，

棄物以外の廃棄物をいう 」と規定されており，その一般廃棄物。

の範囲は，産業廃棄物の定義により必然的に決まることになるも

のである。

つまり，産業廃棄物と一般廃棄物の区分は，廃棄物の処理体系

という観点からその性状や排出者により分別されており，事業活

動から生ずる廃棄物については，事業者が自ら処理しなければな

らない特定のものを産業廃棄物とする一方，事業活動から生ずる

ものであっても，一般的には市町村の処理能力をもって対処する

ことが可能なものを一般廃棄物としているものである。

， ，このことから 本件廃棄物が一般廃棄物であるとするためには

事業活動から生ずる産業廃棄物として特定されている廃棄物の例

外とされなければならないもので，これを認めるためには，当該

解釈の法的根拠が同法令等に規定されていることが必要と解すべ

きである。

しかしながら，廃棄物について定義している廃棄物処理法第２

条および廃棄物処理法施行令第２条，ならびに措置命令に関して

定めた廃棄物処理法第１９条の５において，市が主張するところ

の措置命令による原状回復作業は事業活動に含まれないとする解

釈を裏付ける規定はないことから，市の判断に法的根拠があると

認めることはできない。
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イ 加えて，事業者にあっては，産業廃棄物の処理は自ら処理しな

ければならない旨，廃棄物処理法第１１条第１項において規定さ

れており，その場合，産業廃棄物の収集，運搬および処分に関す

る基準（以下「産業廃棄物処理基準」という ）に従うことと同。

法第１２条第１項において規定されている。

また，事業者が産業廃棄物（産業廃棄物の発生から最終処分が

終了するまでの一連の処理の行程の中途において産業廃棄物を処

分した後の中間処理産業廃棄物を含む ）の運搬または処分を他。

人に委託する場合には，廃棄物処理法第１２条第３項において，

産業廃棄物収集運搬業者および産業廃棄物処分業者などに委託し

なければならないとされており，この場合にあっても，これを委

託された者は，その処理にあたり産業廃棄物処理基準に従うこと

と同法第１４条第１２項において規定されている。

すなわち，このことは，廃棄物を適正に処理するという廃棄物

処理法の目的から，同一種類の廃棄物については同一処理基準が

適用されるべきとの趣旨と解されることからしても，措置命令に

よる原状回復作業に伴う本件廃棄物を一般廃棄物とする市の解釈

は，廃棄物処理法の趣旨から逸脱するものと言わざるを得ない。

ウ 次に，市長には保健所設置市の市長として，廃棄物処理法第８

条第１項の規定により，都道府県知事と同様の廃棄物処理法の解

釈・運用の権限が与えられているが，言うまでもなく，法の解釈

・運用の権限は法の規定の範囲内で認められるものであり，同法

のいずれの規定をもってしても，本件廃棄物を一般廃棄物とする

解釈・運用が市長権限とする規定はないことから，保健所設置市

の市長としての権限を越えており，認められるものではない。

以上のことから，監査委員としては，本件廃棄物については，産

業廃棄物と判断せざるを得ない。
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３ 市長に対する勧告

本件，三和産業が最終処分場に搬入している廃棄物については，

廃棄物処理法，廃棄物処理法施行令および条例の規定からして，産

業廃棄物と解すべきであり，産業廃棄物として埋立処分場使用料を

徴収するよう改めるとともに，既に埋立処分手数料として徴収した

ものについては，その差額を徴収する等の適切な措置を講ずるよう

市長に勧告する。

なお，これらの措置については，本件勧告の日から３０日以内に

講じられることを求める。




